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組合組織を活かしたＢＣＰ 

１．組織で取り組むＢＣＰ 

経営資源に乏しい中小企業が単独でＢＣＰに取り組むことは難しいのが現状

である。 

今回、奈良県機械工業協同組合の組合員企業に対しての調査した中で、「Ｂ

ＣＰ策定についての課題」については、次の図のとおりです。 

【ＢＣＰ策定についての課題】 

 

そこで、組合などの組織を活用し、複数の企業が連携して取り組むことが極

めて有効となります。組合などの連携組織を活かした、BCPへの取り組みのメ

リットや成功するためのポイントは以下のとおりです。 

（1）効果が大きい組合によるＢＣＰ支援 

ＢＣＰに関する知識の習得や、その策定といった作業を規模の小さい企業単独

で行うのは、コスト、時間、ノウハウといった様々な面で困難であると考えら

れます。そこで、組合が中心となってＢＣＰへの取り組み支援やＢＣＰ相談窓

口の整備、ＢＣＰ集団研修などを実施することにより、コスト、時間、ノウハ
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ウといった面での個々の企業の負担の軽減につながります。 

さらに複数の企業が協力したり、競い合って作業を進めたりすることで、他社

の考え方や取り組みが参考・刺激になり、リスク情報の共有化、新たなネット

ワークの構築、企業間連携の深化などの相乗効果が生まれます。 

 

（2）日常からの組合の共同活動の積極的実施 

共同事業の実施率が高いほど、応急対応や復旧対応計画の作成がスムーズとな

ります。平時の共同活動（防災以外でも）が防災面での共同対応を進めるきっ

かけにもなるため、日常からの共同活動の積極的実施が欠かせません。 

例えば、共同倉庫での災害物資備蓄、非常用電源、非常用通信の共有化、空き

工場設備の融通、復旧要員の派遣など、日頃からの活発な共同事業の積み重ね

が、ＢＣＰ関連事業として結実します。 

（3）「災害時の情報収集」「非常用の物資・資機材の備蓄」から協力を始め

るインフラなどの被災状況・復旧時期の情報共有・情報発信といった災害時の

情報収集や非常用の物資・資機材の備蓄に対する需要は高く、こうした分野か

ら組合を軸に企業間の協力体制の構築を図っていくことが効果的です。 

 

（4）まずは組合員への情報 

提供や災害時の情報連絡手段の確立を 

現状では、企業におけるＢＣＰの認知度は高くなく、災害復旧や防災対策の実

施を支援する融資制度等に関する情報も十分には浸透していません。また、災

害時に組合が組合員の被害状況や支援ニーズを把握しようとしても、災害時に

も機能する連絡手段が確保されていないことが多いです。 

そこで、まず組合員への情報提供、災害時の情報連絡手段を確立することが必

要となります。 
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奈良県機械工業協同組合で取り組むＢＣＰ（例）
組合内での連携

被害を最小限度に抑 　・共同防災教育（地域連携BCP全般に係る研修等）の実施
えるための事前準備 　・地域共通の脆弱性調査の実施（地震被害想定等の地域内共有）

緊急対応を円滑に 　・防災体制の組織化、強化
実施するための対策 　・緊急連絡網の整備

　・地域内情報拠点の検討
　・避難体制の整備
　・救出救護、初期消火体制の強化
　・非常用物資、非常用電源、燃料、用水等の確保
　・共同広報体制の検討
　・共同防災訓練の実施
　・非常用物資、非常用電源、燃料、用水等の相互提供
　・緊急要員の相互応援派遣体制の検討
　・被災地に関する情報収集活動の代替

復旧・復興対応を円滑 　・地域内共同事業拠点の検討、調整
に実施するための対策 　・地域内での工場、オフィス、設備、機器、材料、部品等の代替性検討

　・共同で確保すべき外部体制の検討
　・瓦礫処理や廃棄物処理（私権制限）の検討
　・共同防災訓練の実施
　・遊休施設・設備、工場・オフィスの貸与検討
　・復旧、復興要員の相互応援派遣体制の検討
　・地域間での業務のシェア可能性検討
　・地域間における代替生産の検討、実施、相互援助協定の締結
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２．組織間・地域間連携によるＢＣＰ 

東日本大震災では、物流網に加え、代替困難な生産拠点の壊滅などからサプラ

イチェーンの断絶が深刻化し、日本経済に大きな影響を及ぼしました。こうし

た点を踏まえ、今後は個別企業のＢＣＰに加え、広域災害を前提とした対応策

の導入に重点を置いた、より実効性の高いＢＣＰが求められてきます。 

そこで有効な手段となるのが組織間連携である。組織間連携で取り組むＢＣＰ

には次のような効果が期待できます。 

 

対  象 複数企業の連携により期待できる効果 

サプライチェーンを 

形成する企業群 

・各企業の目標復旧時間等の BCP を共有化しておくことで、 

 緊急時にサプライチェーンを継続・早期復旧できるよう 

 最適な対策を選択することが可能となる 

・同一部品を納める複数企業間の連携により、代替部品の 

 調達が迅速となる 

同業者の協同組合等 
・緊急時に相互に要員の応援や代替生産を行うことができる 

・BCP の内容を相当程度、共通化することができる 

 

サプライチェーンを形成する企業群の連携では、災害時の連絡、調整、相互支

援の内容や体制などについて、常に意見交換や協議、訓練等を行い、企業間で

情報を共有しておくことが極めて重要であります。 

同一地域や遠隔地における同業種・異業種企業との連携や組合間連携も、災害

の影響が広域に及ぶほど、その必要性や重要性が増してきます。 

各地区の業界団体が相互に連携することで、被災時における同業者による専門

的な復旧支援や相互の代替拠点の提供・原材料の相互提供、代替生産の協定、



5 

 

備蓄品の持ち合い、業界としての情報共有などが可能となるなど、組織間連携

では、多くのメリットが期待される一方、組織間での調整や意思決定の方法、

代替生産等で連携する相手先企業の選定、取引先や競合先企業に対する情報開

示、支援に伴う費用負担等に関して様々な解決すべき課題があるため、事前の

十分なすり合わせが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


